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再 評 価 調 書 （案） 

Ⅰ 事業概要 

事 業 名 通常砂防事業 

地 区 名 大平沢 

事業箇所 北設楽郡設楽町西納庫
にしなぐら

 

事業のあ

らまし 

大平沢は北設楽郡設楽町西納庫に位置する土石流危険渓流です。流域の地質は風化した花崗

岩からなり、平成１２年９月には実際に土石流が発生し、下流域の家屋では浸水等の被害が生

じました。現在も流域内には不安定土砂が厚く堆積しており、今後の豪雨等により多量の土砂

が流下する危険があります。このため、下流域に存在する人家等への土石流による災害を未然

に防止すべく対策を実施するものです。 

事業目標 

【達成（主要）目標】 

・人家６戸、国道２５７号 

【副次目標】（必要に応じて記載する） 

・なし 

 

計画変更

の推移 

 事業採択時 再評価時 変動要因の分析 

事業期間 H15～H21 H15～H27 用地取得の難航 

事業費（億円） 6.5 6.5 

経費 

内訳 

工事費 5.5 5.5 

用補費 0.4 0.4 

その他 0.6 0.6 

事業内容 

砂防えん堤工2基 

渓流保全工L=609m 

 

砂防えん堤工2基 

渓流保全工L=609m 

Ⅱ 評価 

①
事
業
の
必
要
性
の
変
化 

1) 必 要 性

の変化 

【事業採択時の状況】 

・保全対象を土石流による土砂災害から保護する必要がありました。 

【再評価時の状況】 

・保全対象等に変化はありません。 

【変動要因の分析】 

・なし。 

 

判定 

Ｂ 
A： 事業着手時に比べ必要性が増大している。 

B： 事業着手時に比べ必要性にほとんど変化がない。 

C： 事業着手時に比べ必要性が著しく低下している。 

【理由】 

・事業着手時からその必要性について変化はないため。 

（別紙２）
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②
事
業
の
進
捗
状
況
及
び
見
込
み 

1) 進捗状

況 

【事業計画及び実績】 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

調査・設計

用地・補償

工事

 右支川えん堤

 左支川えん堤

 渓流保全工

計画

実績

0.6事業費
(億円)

工種
区分

4.3

3.9

2.2

2.0

【進捗率】 

計画
【①】

実績
【②】

達成率(%)
【②÷①】

計画
【③】

進捗率(%)
【②÷③】

- - - - -

6.5 5.9 90.8 6.5 90.8%

工事費 5.5 4.9 89.1 5.5 89.1%

用補費 0.4 0.4 100.0 0.4 100.0%

その他 0.6 0.6 100.0 0.6 100.0%

延　長(km)

これまでの計画に対する達成状況 全体進捗状況

事業費(億円)

 

【施工済みの内容】 

・えん堤工 ２基 

・渓流保全工 Ｌ＝２７７ｍ 

 

2) 未着手

又は長

期化の

理由 

・地権者の理解が得られず、事業用地の取得に不測の時間を要したため、事業に遅れが生

じています。 

 

3) 今後の

事業進

捗の見

込み 

【阻害要因】 

・今後の事業実施に必要な予算は確保できる見込みです。 

・今年度ですべての用地買収が完了する見込みです。 

【今後の見込み】 

・事業実施に対する阻害要因はないため、計画通りに事業が完成する見込みです。 

 

判定 

Ａ 

A： 事業は順調であり、計画通り確実な完成が見込まれる。 

B： 多少の阻害要因があるが、一定の期間等を要すれば、解決できる見通し

があり、ほぼ計画通りの完成が見込まれる。 

C： 阻害要因の解決が困難で、現時点では、事業進捗の目処がたたない。 

【理由】 

・現在阻害要因はないため、計画通りに事業の完成が見込まれるため。 
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③
事
業
の
効
果
の
変
化 

1) 貨 幣 価

値 化 可

能 な 効

果（費用

対 効 果

分 析 結

果）の変

化 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析の算定基礎となった要因変化の有無】 

・なし。 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析結果】 

事前評価時 再評価時
(基準年：H15) (変更なし)

5.8 5.8

5.8 5.8
9.1 9.1

9.1 9.1

保全家屋数 6戸 変更なし

保全対象 国道257号 変更なし

1.56 1.56費用対効果分析結果（Ｂ/Ｃ）

効果
(億円)

直接被害軽減効果

合計（Ｂ）

(参考)
算定
要因

区分 備考

費用
(億円)

事業費

合計（Ｃ）

 
【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析手法】 

・土石流対策事業の費用便益分析マニュアル(案)(平成１２年度版)(建設省河川局H12.2)、

治水経済調査マニュアル(案)(建設省河川局H15.12)に基づき算出。 

【変動要因の分析】 

・なし。 

2) 貨 幣 価

値 化 困

難 な 効

果 の 変

化 

【事業採択時の状況】 

・該当なし。 

【再評価時の状況】 

・該当なし。 

【変動要因の分析】 

・該当なし。 

判定 

Ａ 

A： 事業着手時とほぼ同様の事業効果が発現される見通しがある。 

B： 事業着手時と比べ低下が見られるが、十分な事業効果が確保される見通

しがある。 

C： 事業着手時と比べ著しく低下し、現時点では事業効果が確保される見通

しが立たない。 

【理由】 

・事業着手時と比べ事業効果に大きな変化はないため。 

Ⅲ 対応方針（案） 

継続 
中止：上記①～③の評価で一つでもＣ判定があるもの。 

継続：上記以外のもの。 

Ⅳ 事後評価実施の有無と主な評価内容 

■対象（事業完了後５年目） □対象外  

【事業完了後５年を越えて実施する理由・対象外の理由】 

・該当なし。 

【主な評価内容】 

・砂防えん堤や保全対象の状況から、事業効果を確認する。 

Ⅴ 事業評価監視委員会の意見 

 

Ⅵ 対応方針 

 

 


